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米沢市大森山森林公園の指定管理者の管理運営に関する仕様書 
 

案 

１ 管理運営の基本方針 

施設の管理運営は、次に掲げる方針に沿って行うこと。 

 施設の利用については、平等かつ公平な取扱いをすること。 

 利用者のニーズに応えた効果的かつ効率的な管理運営を行うこと。 

 施設の設置の目的に即した管理運営を行うこと。 

 施設の管理運営上関係する法令等を遵守すること。 

 

２ 施設の概要 

 名  称 米沢市大森山森林公園 

 位  置 米沢市笹野町字小原山二 7494番 

 規  模 公園の面積 5.3ha 駐車場 1,900㎡（乗用車 65台） 

 施設内容 木製遊具 12種類 運動の広場 2,250㎡ 遊歩道 1,032ｍ 

 管理棟 1棟 水洗トイレ 1棟 水飲み場 2ヵ所 東屋 1棟 

 開  設 平成 6年 10月 

 平 面 図 別紙平面図参照 

 

３ 指定管理者が行う業務の基準 

指定管理者が行う施設の管理運営業務の基準は、次のとおりです。 

 米沢市大森山森林公園の運営の基本方針 

米沢市大森山森林公園（以下「公園」という。）は、市民の自然保護に対する意識のかん養及

び福祉の増進を図ることを目的として設置された公の施設であり、当該施設の運営を通じて次の

ことを目標とするものです。 

ア 市民の憩いの場を提供すること。 

イ レクリエーションの場を提供すること。 

ウ 休養の場を提供すること。 

 指定管理の期間 

令和８年４月１日～令和１３年３月３１日 

 施設の維持管理に関する業務の基準 

ア 公園内の点検作業 

・公園の敷地内において、安全点検を 4 月～11 月の期間に毎月 2 回行い、それ以外の期間につ

いては適宜行います。 

・公園内の遊具、遊歩道、鳥獣害の被害、ハチの巣等の確認等を行います。特に、公園内の遊

具については、利用者の安全を確保するため安全点検（ボルトの締まり具合やロープの損耗状

態、遊具部材の腐食状況等）を行い、異常を発見した際は、速やかに市に連絡して指示を受け

ます。 

イ 公園内の清掃作業 

・公園内のゴミ拾い、トイレの清掃等について 4月～11月までの期間に毎週 2回行います。 

ウ 花壇の除草作業 

・雑草の生長に応じ、6月～10月の期間に 2回以上行います。 

エ 公園内の芝草刈、下刈、森林施業等作業 

・雑草の生長に応じ、6 月～10 月の期間に公園敷地内の芝草刈や下刈作業を 3 回以上行いま

す。また、森林における簡易な森林施業を行います。 

オ 植栽木、施設の雪囲い作業 

・積雪等による植栽木や施設の破損を防ぐため、降雪前（遅くとも 12 月上旬）までに雪囲いを

完了します。 

カ 植栽木、施設の雪囲い解体作業 
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・公園内の融雪状況に応じ、4月中に雪囲い取り外しを完了します。 

キ 施設の雪下ろし、除雪作業 

・積雪による施設の倒壊や破損を防ぐため、積雪の状況を随時観察し、適宜行います。 

ク 故障箇所等の補修業務 

・原型を変えるような補修を行う必要が生じたときは、市と協議する必要があります。 

ケ 施設警備業務 

・火災、風水害等の発生後、速やかに施設を見回り、被害の有無を市に連絡します。 

 その他業務 

ア 合併浄化槽維持管理業務 

(ｱ)型式 合併浄化槽分離接触ばっ気方式 20人槽 

(ｲ)規模 7.532㎥ 

(ｳ)維持管理内容 

・浄化槽法及び同法施行規則に定める基準に従い、保守点検（付属機具類含む）、清掃、記録

の交付を行います。 

・浄化槽に起因する悪臭等が周囲に発散しないよう必要な措置を講じ、環境の保全に努めるほ

か、害虫発生を未然に防止する等、公害の発生源にならないよう管理にあたります。 

イ 受水槽の清掃及び点検業務 

下記に掲げるとおり管理します。 

・1年以内ごとに 1回(年 1回)、水槽の定期掃除を行います。 

・有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止するため、水槽の点検等必要な措置を講じ

ます。 

・給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により給水する水に異常を認めたとき

は、水質基準に関する厚労省令(平成 15年厚生労働省令第 101号)の表の上欄に掲げる事項の

うち必要なものについて点検を行います。 

・供給する水について、人の健康を害するおそれがあることが判明した場合、直ちに給水を停

止し、その水を使用することが危険である旨を関係者及び利用者に周知します。 

 

４ 管理運営上の留意事項 

指定管理者が施設の管理運営業務を行う場合には、次の事項に留意する必要があります。 

 人材の配置等に関する事項 

ア 常時１名以上の事務職員を勤務させます。 

イ パソコンを使用しての文書の作成、表計算、電子メールの送受信等に習熟した職員を配置し

ます。 

 経理に関する事項 

ア 市が支払う経費は、原則的に１会計年度分ごとに支払うこととし、経費の額、支払時期等

は、協定で定めます。 

イ 会計年度終了後３０日以内に事業の報告を行います。 

 施設の管理運営に関する事項 

ア 業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に請け負わせることができません。 

イ 業務の一部を請け負わせる相手方は、本市に指名登録する業者としてください。ただし、そ

の業務が特殊技術を要する等これにより難い場合は、この限りでありません。 

ウ 業務の一部を請け負わせる場合は、必ず本市内に所在する業者に請け負わせてください。た

だし、請け負わせる業者が本市内にないときは、この限りでありません。 

エ 業務上知り得た秘密の取扱いには、十分留意し、組織的な措置を講じます。 

オ 米沢市地域防災計画では、震災等の大規模災害の発生時において、当該施設を指定避難地及

び避難所としていませんが、施設を避難所等として使用する場合には、指定管理者は、施設管

理者として、施設の安全性の確保や避難者の受入スペースの確保、避難所に配置される市職員

と連携した運営等、地域防災計画に基づく活動に協力するものとします。 

カ 市の政策による使用である場合は、優先的に使用の許可をします。 
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キ 市の求めに応じ、施設、物品、帳簿等の現地検査を市に行わせます。 

 個人情報の保護に関する事項 

ア 個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法第５７号。以下

「個人情報保護法」という。）、個人情報保護委員会が定める個人情報保護に関する法律について

のガイドラインを遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、別記「米沢市個人情報取扱

特記事項」に記載のとおり個人情報を適正に取り扱います。 

イ 指定管理者のみが保有し、管理主体となっている個人情報について、市民等から情報の開示等を

求められたときは、個人情報保護法第３３条の規定に基づき指定管理者で対応します。 

 情報の公開に関する事項 

施設の管理運営に係る情報について、市民等から情報の公開を求められたときは、市の情報公

開制度に準じた取扱いをします。 

 環境への配慮に関する事項 

ア 管理運営に当たっては、環境法規制等の遵守とともに、米沢市環境方針に基づき、米沢市環

境マネジメントシステム及び地球温暖化対策実行計画における取組に協力し、次に掲げる項目

について配慮するものとします。 

・省エネルギー・省資源に関すること。 

・廃棄物の減量及びリサイクルの推進に関すること。 

・グリーン購入の推進に関すること。 

・その他、業務遂行に関しての、環境負荷の低減に関すること。 

イ アに掲げる項目のほか、環境への配慮に係る取組について疑義がある場合は、市と協議の

上、決定するものとします。 

⑺ 損害賠償に関する事項 

施設及び設備の管理運営に起因する損害又は傷害に対する賠償は、指定管理者がその責めを負

います。 

 

５ 指定の取消し 

市の改善の指示に従わないため、施設の管理運営に支障が生ずるおそれがあると認められる場合

は、指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

 

６ 市と指定管理者とのリスク分担 

市と指定管理者とのリスク分担については、別表の「リスク分担表」によるものとします。 
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リスク分担表（指定管理者制度） 

種 類 内      容 

負担者 

市 
指定 

管理者 

物価変動 

 

人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増加 
 

○ 

※１ 

金利変動 

 

金利の変動に伴う経費の増加 
 ○ 

法令等の変更 

 

 

施設の管理運営に直接関係する制度改正等による経費

の増加 
○  

上記以外の改正等による経費の増加 

 
 ○ 

資金調達 資金調達ができなくなったことによる管理業務の中断

等 
 ○ 

運営費の膨張 

 

市以外の要因による運営費の膨張 
 ○ 

業務内容の変更 行政上の理由による業務内容の変更に伴う経費の増加 

 
○  

指定管理者の提案による業務内容の変更に伴う経費の

増加 
 ○ 

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争

乱、暴動その他市又は指定管理者のいずれの責めにも

帰すことのできない自然的又は人為的な現象）に伴う

施設、設備等の復旧に係る経費の増加 

○  

施設・設備の損傷

による修繕等 

指定管理者の故意又は過失による施設・設備の損傷に

伴う修繕費用等 
 ○ 

施設・設備の設計又は構造上の原因による修繕費用等 

 
○  

上記以外の修繕費用等（経年劣化、第三者の行為で相

手方が特定できないもの等） 
※２ 

第三者への賠償 市の施設・設備の瑕疵により損害を与えた場合 

 
○  

指定管理者の管理・運営において、故意又は過失によ

り損害を与えた場合 
 ○ 

火災保険 

 

建物総合損害共済への加入 
○  

事業終了時の費用 指定管理業務の期間を終了した場合における事業者の

撤収費用 
 ○ 

指名の取消し又は業務停止により指定管理者及び市に

生じた経費 
 ○ 

※１ 大幅な変動の場合は、指定管理料の補填又は返還について市で検討を行います。 

※２ １件当たり１００,０００円以下の修繕については、原則として指定管理者の負担とし、こ

れを超える修繕については市との協議事項とします。 

（注意事項）リスク分担表に定める事項で疑義がある場合又は定めのないリスクが生じた場合は、

市と指定管理者が協議の上リスク分担を決定するものとします。 

別 表 
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別記 

米沢市個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 指定管理者は、この協定による事務又は事業を処理するための個人情報の取扱い

に当たっては、個人情報の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５７号）、個人情報保護委員会が定める個人情報の保護に関する法律についての

ガイドラインを遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に

取り扱わなければならない。 

（適正な管理） 

第２条 指定管理者は、この協定による事務又は事業に係る個人情報の漏えい、滅失、毀

損及び改ざん等（以下「漏えい等」という。）の防止その他の個人情報の適正な管理の

ために必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定管理者は、個人情報の取扱いに関する規程類を整備するとともに、この協定によ

る事務又は事業に係る個人情報の管理責任者を選任しなければならない。 

３ 指定管理者は、個人情報を取り扱う場所及び保管する場所（以下「作業場所」とい

う。）を定めるとともに、作業場所に係る入退室の規制、防災・防犯対策その他の安全

対策を講じなければならない。 

４ 指定管理者は、この協定による事務又は事業に係る個人情報の取扱いに着手する前に

前３項に定める管理責任体制、安全対策その他の安全管理措置について、書面により市

に報告しなければならない。 

５ 指定管理者は、前項の規定により報告した事項に関し、市が理由を示して異議を申し

出た場合には、当該異議に関する事項を変更しなければならない。 

（秘密の保持） 

第３条 指定管理者は、この協定による事務又は事業に関して知り得た個人情報の内容を

みだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。指定管理が終了し、又

は指定が取り消された後においても、同様とする。 

（従事者の監督） 

第４条 指定管理者は、この協定による事務又は事業の処理に従事している者（以下「従

事者」という。）がこの協定による事務又は事業に関して知り得た個人情報をみだりに

他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要かつ適切な監督を行わなければな

らない。指定管理が終了し、又は指定が取り消された後においても同様とする。 

（指定管理業務以外の目的への利用及び第三者への提供の禁止） 

第５条 指定管理者は、市の承諾があるときを除き、この協定による事務又は事業に関し

て知り得た個人情報の内容を当該事務又は事業を処理するため以外に利用し、又は第三

者（指定管理者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規

定する子会社をいう。）である場合を含む。以下同じ。）に提供してはならない。 

（複写等の禁止） 

第６条 指定管理者は、市の承諾があるときを除き、この協定による事務又は事業を処理

するために市から貸与された個人情報が記載された資料等を複写し、又は複製してはな
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らない。 

（再委託の禁止） 

第７条 指定管理者は、この協定による事務又は事業を第三者に委任し、又は請け負わせ

ること（以下「再委託」という。）をしてはならない。 

２ 指定管理者は、この協定による事務又は事業をやむを得ず再委託する必要がある場合

は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取

り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対す

る管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前に、書面により再委託する旨を

市に申請し、その承認を得なければならない。 

３ 前項の場合、指定管理者は、再委託先にこの協定に基づく一切の義務を遵守させると

ともに、市に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとす

る。 

４ 指定管理者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及

び方法について具体的に規定しなければならない。 

５ 指定管理者は、再委託先に対してこの協定による事務又は事業を委託した場合は、そ

の履行状況を管理・監督するとともに、市の求めに応じて、管理・監督の状況を市に対

して適宜報告しなければならない。 

６ 前５項の規定は、２以上の段階にわたる委託（以下「再々委託等」という。）につい

て準用する。 

（提供資料等の返還等） 

第８条 指定管理者は、この協定による事務又は事業を処理するために市から提供され、

又は作成した個人情報が記載された資料等を、指定管理の終了後直ちに市に返還しなけ

ればならない。ただし、市が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 指定管理者は、この協定による事務又は事業を派遣労働者、契約社員その他の正

社員以外の労働者に行わせる場合は、正社員以外の労働者にこの協定に基づく一切の義

務を遵守させなければならない。 

２ 指定管理者は、市に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について

責任を負うものとする。 

（報告） 

第１０条 市は、個人情報を保護するために必要な限度において、指定管理期間中、指定

管理者に対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について報告を求めること

ができる。 

（監査及び検査） 

第１１条 市は、この協定に係る個人情報等の取扱いについて、この協定の規定に基づき

必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、指定管理者、再委託先又

は再々委託等先に対して、監査又は検査を行うことができる。 

２ 市は、個人情報を保護するために必要な限度において、指定管理期間中少なくとも１

年に一度、情報の管理の状況及び管理業務の履行状況について、原則として作業場所に

おいて検査するものとする。 



－ － 7 

（事故発生時における報告） 

第１２条 指定管理者は、この協定に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあること

を知ったときは、速やかに市に報告し、市の指示に従わなければならない。指定管理が

終了し、又は指定が取り消された後においても、同様とする。 

（研修実施報告書の提出） 

第１３条 指定管理者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき

事項、個人情報の保護に関する法令等に基づく罰則の内容及び個人情報の漏えい等が生

じた際に負う民事上の責任についての研修を実施し、研修実施報告書を市に提出しなけ

ればならない。 

２ 指定管理者は、個人情報を取り扱う事務を再委託する場合には、再委託先に対し、前

項の研修を実施させ、同項の報告書を指定管理者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、指定管理者は、再委託先から提出された研修実施報告書を市に

提出しなければならない。 

４ 前３項の規定は、再々委託等先について準用する。 

（協定の取り消し及び損害の賠償） 

第１４条 市は、次のいずれかに該当するときは、この協定を取り消し、又は指定管理者

に対して損害賠償の請求をすることができる。 

⑴ 本件事務を処理するために指定管理者が取り扱う個人情報について、指定管理者の

責に帰すべき理由による個人情報の漏えい等があったとき。 

⑵ 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この協定による事務又は事 

業の目的を達成することができないと認められるとき。 

２ 前項第１号の個人情報の漏えい等に伴う損害賠償その他の一切の責任は、個人情報の

漏えい等が、指定管理者が再委託又は再々委託等をした先において発生した場合であっ

ても、当該指定管理者が負うものとする。 

 

 


